
お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業のうち、(1)脱炭素型地域づくりモデル形成事業

事業イメージ

①：間接補助事業（定額）／ ②：委託事業

① 地域の多様な課題に応える脱炭素型地域づくりモデル形成事業

・FIT買取期間終了後の再エネ由来電力の活用など地方公共団体と地元企業が連携した

再エネの拡大／防災減災効果の向上を図る都市機能集約／高齢化社会に対応した都市部

の交通転換や地域公共交通の脱炭素化等の事業検討を支援を行う。

・各地域の既存リソースを持続的に活用し、地域の資源生産性向上、地域経済の活性化

を図る地域づくりを実現するための事業検討を支援を行う。

・地方公共団体が中心となり地域関係者と合意形成等を行う取組や、必要な情報や知見

を周知する取組の支援を行う。

② 脱炭素型地域づくりに向けた地域のネットワーク構築事業

・地域の中核となる団体等が当該地域の脱炭素型地域づくりの先進例となるような取組

に係る情報を収集し、全国に向けた情報発信を行う。また、脱炭素型地域づくりに向け

て、地域に潜在するニーズと企業等のシーズとのマッチングを行う。

• 地域循環共生圏の構築に資する取組の実現の蓋然性を高めるとともに、地域の実施体制の構築を行う。

• 地域資源の最大限の活用や地域間連携、さらに民間資金の活用により、地域の自律・分散型エネルギーシステムや

脱炭素交通モデル構築などの事業を支援し、野心的な脱炭素社会の実現を目指す。

• 地域の中核となる団体が軸となり、脱炭素地域づくりに向けたネットワークの構築を図ります。

地域循環共生圏構築の土台となる脱炭素型地域づくりを推進します。

民間事業者・団体、地方公共団体等

令和元年度～令和５年度

地球環境局地球温暖化対策事業室ほか:03-5521-8339 大臣官房総合環境政策統括官グループ環境計画課ほか:03-5521-8233

■補助対象及び委託先

地域課題に悩む
地方公共団体

脱炭素社会に向
けた地域づくり
の検討を支援

脱炭素社会構築
を後押し

持続可能な地域づくり
を進める地方公共団体


